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第 1 章 序論 

 近年、医療・福祉の精神障害に関する請求件数が増加傾向にある。2017年には、医

療・福祉業が精神障害の請求件数が最も高かった (厚生労働省, 2017)。そのため、高齢

者福祉、障がい者福祉、児童福祉の3領域に共通するストレッサーを究明することは、

重要な課題である。その一方で、島津・佐藤(2012)は、ネガティブな側面を低減もし

くは予防するよりも、仕事のポジティブな側面の重要性に焦点を置いた方が効果的で

あることを指摘している。従って、福祉職の共通するやりがい要因を明らかにするこ

とがメンタルヘルス対策を講じる上で重要となる。  

先行研究から3領域の共通点を挙げると、ストレッサーは、「職員間の関係」、「仕事

の量的負荷」、「利用者家族」、「職場環境」が挙げられる。一方、やりがい要因は、「利

用者・利用者家族との関わり」、「良いチーム関係」、「自己成長」が挙げられる。この

ように、3領域には共通する点があることが考えられる。  

そのため、ストレッサー、やりがい要因の共通点を明らかにし、3領域に共通して使

用できるストレッサー尺度、やりがい要因尺度を作成することを目的とする。  

 

第 2 章 研究 1 

2.1 目的 

 研究１では、高齢者福祉施設、障がい者福祉施設、児童福祉施設の職員を対象として、

①ストレッサー、②やりがい要因についてインタビュー調査を実施し、仮尺度を作成す

ることを目的とする。  

 

2.2 研究方法 

 インタビュー調査対象は、20 歳以上の男女で高齢者福祉施設職員 16 名、障がい者福

祉施設職員 9 名、児童福祉施設職員 9 名、計 34 名である。「あなたが仕事をする中で負担

やストレスになることはありますか」や「あなたが仕事をしている時に、喜びややりがいを感じること

はありますか」という内容について、一人当たり 45～60 分を設定し、インタビュー形式で回答を

求めた。 

その後、高齢者福祉施設、障がい者福祉施設、児童福祉施設の職員から得たインタ

ビュー内容を基に KJ 法を実施した。  

 

2.3 結果 

 ストレッサー内容、やりがい内容ともに 40 項目が抽出された。ストレッサー内容は、

「職場の人間関係に対するストレッサー」、「上司・先輩に対するストレッサー」など 8

つに分類された。やりがい要因内容は、「利用者に対するやりがい」、「職員に対するや

りがい」など 9 つに分類された。  

 

2.4 考察 

 先行研究から共通するストレッサー内容と類似する項目が抽出された。加えて、3 領

域に共通するストレッサー内容と考えられる「福祉の責任」、「利用者」のストレッサー
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内容に関する項目も抽出された。一方、やりがい要因においても、先行研究から共通す

るストレッサー内容と類似する項目が抽出された。加えて、3 領域に共通するやりがい

内容と考えられる「地域に対するやりがい」の項目も抽出された。  

  

第 3 章 研究 2 

3.1 目的 

本研究の目的は、研究 1 で作成した仮尺度を使用して、質問紙調査を実施する。得られ

たデータから分析を行い、「福祉職向けストレッサー尺度」および「福祉職向けやりが

い要因尺度」を開発する。  

 

3.2 研究方法 

高齢者介護 21 施設に勤める男女、計 1343 名を調査票配布の対象とした。回収率は

82.4％で、有効回答率は 69.4％である。有効回答者は 768 名であった。  

調査内容は、福祉職向けストレッサー仮尺度、やりがい要因仮尺度に加え、新職業性スト

レス簡易調査票 (川上 , 2009)の「活気」、「イライラ感」、「疲労感」、「不安感」、「抑うつ感」、

「身体愁訴」の 6 尺度と「ワーク・エンゲイジメント」の 1 尺度を使用した。 

 

3.3 結果 

因子構造の検討を行ったところ、ストレッサー尺度では 5 つの因子が認められた。そ

れらは、「職員間のコミュニケーション不足」、「人手・知識不足」、「業務の量的負担」、

「利用者・家族対応の困難さ」、「不十分な処遇」と命名された。 

やりがい要因尺度では、4 つの因子が認められた。それらは、「十分な処遇」、「利用

者・家族との肯定的な関わり」、「職員間の支援」、「自律性の尊重」と命名された。 

ストレッサー尺度、やりがい要因尺度の各因子の係数を求めたところ、内的整合性

は十分であった。また、ストレッサー尺度とストレス反応尺度、やりがい要因尺度とワー

ク・エンゲイジメント尺度の関連性を検討した結果、いずれも有意な正の相関が認めら

れたことから、併存的妥当性があると考えられる。 

また、重回帰分析の結果、ストレッサー尺度の「職員間のコミュニケーション不足」、

「業務の量的負担」、「利用者・家族対応の困難さ」との間で強い回帰が認められた。ま

た、やりがい要因尺度では各下位尺度がワーク・エンゲイジメントと回帰が認められた。

 

3.4 考察 

 3 領域における既存の尺度と比較しながら，福祉職向けストレッサー尺度の因子構造

の妥当性と内容について検討を行った。  

その結果、福祉職向けストレッサー尺度は、「職員間のコミュニケーション不足」、「業

務の量的負担」、「利用者・家族対応の困難さ」、「不十分な処遇」が既存の尺度から共通

する内容と類似する項目となった。「人手・知識不足」について、福祉職は人手不足によ

る業務負担が高いことや専門的な知識を必要とすることから共通するストレッサーで

はないかと示唆される。  

 福祉職向けやりがい要因尺度は、「利用者・家族との肯定的な関わり」、「職員間の支
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援」、「自律性の尊重」が先行研究から共通する内容と類似する項目となった。「十分な

処遇」について、職場から仕事の成果を評価されることや、給与に反映されることによ

り、やりがいにつながることが示唆された。 

 

第 4 章 総合考察と今後の展望  

 福祉職向けストレッサー尺度は、「職員間のコミュニケーション不足」、「人手・知識

不足」、「業務の量的負担」、「利用者・家族対応の困難さ」、「不十分な処遇」の 5 因子に

まとまった。一方、福祉職向けやりがい要因尺度は、「十分な処遇」、「利用者・家族との

肯定的な関わり」、「職員間の支援」、「自律性の尊重」の 4 因子にまとまった。  

 先行研究から、福祉 3 領域それぞれに用いられている尺度を比較検討し、それらに共

通するストレッサー、やりがい要因を抽出したところ、作成された尺度とその内容が類

似していることが確認された。そのため、作成された尺度は福祉 3 領域で共通して使用

が可能であると考えられる。 

 今後の課題として、障がい者福祉職員、児童福祉職員も対象とした調査を行い、福祉

3 領域の共通点、相違点を明らかにしていくことが必要であると考えられる。  
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